　　　　　　　　　　　　　　　　


（調査要領）
特別養護老人ホーム入所申込等に関する調査について
１　趣旨
　　標記調査については、厚生労働省において、地方自治体のご協力の下、平成21年度、平成25年度、平成28年度及び令和元年度に実施・公表したところですが、①前回調査から一定期間が経過していること、②「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策（平成27年11月26日一億総活躍国民会議）」において、2020年代初頭までに、介護離職ゼロをなくすとともに、特別養護老人ホームに入所が必要であるにもかかわらず自宅で待機されている高齢者を解消することを目指し、介護の受け皿を38万人分以上から50万人分以上へ拡大することが盛り込まれていること、③「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成27年3月18日厚生労働省告示第70号）」において、入所申込者が多数存在する特別養護老人ホームについては、保険者である市区町村において、入所申込を行っている要介護高齢者等のうち、介護の必要性や家族の状況等により、当該施設以外では生活が困難であり、真に入所が必要と判断される被保険者を的確に把握し、必要なサービスの種類ごとの量を見込んだ上で、介護保険事業計画を策定することが必要とされていること、④令和6年度に第9期介護保険事業（支援）計画に関する基本方針を策定する必要があることから、最新の状況を把握する。
（留意事項）

高齢者保健福祉計画・介護保険事業（支援）計画の策定に当たっては、介護給付等対象サービスの給付実績の分析・評価を行い、高齢者等の実態把握や利用者意向等を把握した上で必要なサービス量を見込むとともに、その確保のための方策を盛り込むこととなります。
　　特に、特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）への入所申込者を適切に把握することは、介護保険施設の必要量を見込むためのみならず、ケアハウスをはじめとする在宅生活支援のための居住系サービスの量を見込む上でも大変重要となります。
　　このため、道内の各特別養護老人ホームで把握している入所申込者の情報については、道（各総合振興局（振興局）（以下「振興局」という。）経由）から特別養護老人ホームへ調査依頼を行い、各施設から申込者の保険者である市町村に対し情報提供することとし、市町村におきましては、各施設から報告のあった入所申込者の状況について、地域包括支援センターで把握している情報や地域ケア会議における情報等に基づく状況把握など、各市町村の事情に応じて適切な把握をお願いします。

２　調査の概要
（１）調査項目

　①　入所申込者数（居場所別、要介護度別、申込時期別）
※重複者、下記②及び③の対象者を除く
　②　本調査取りまとめ期間内に死亡した者及び既に入所した者（居場所別、要介護度別）
　③　他県からの申込者
（２）調査時点

令和４年４月１日（別紙２については各市町村で把握した直近の調査時点）
（３）調査票
　　　別紙１「特別養護老人ホームへの入所申込者等調査票」（市町村用）
別紙２「特別養護老人ホームへの入所申込者等調査票　附票」(市町村用)
別紙３「特別養護老人ホームへの入所申込者状況調査表（市区町村集約）」（市町村用）
別紙４「入所申込者状況照会票」（施設、市町村、振興局用）
（４）調査票の提出期日及び提出方法
　①　提出期日
・施設　→　市町村　・・・　令和４年７月20日（水）まで提出
別紙4により道内市町村（保険者）ごと別葉に作成し、関係市町村あて報告
　　　・施設　→　振興局　・・・　令和４年７月20日（水）まで提出　
　　　　別紙4により「他県からの申込者」について取りまとめ、振興局あて報告 
 　※該当がない場合も、その旨総合振興局（振興局）へ報告のこと
　　・市町村　→　振興局・・・　令和４年８月10日（水）まで提出
　　　①により施設から提出された別紙4について集計・精査し、別紙１、２及び別紙３により取りまとめ
の上、振興局あて報告願います。
　②　提出方法
　　　別添の「市町村及び振興局送付先一覧」を参考に、関係機関へ提出願います。

　　　なお、別紙4については、個人情報を含んでいることから、送付先に誤りのないよう十分留意の上、取り扱いには特段のご配慮をお願いします。　　　　　　　　　　

（５）調査の流れ及び留意事項
　　　別紙「調査の流れ」のとおり
①　調査依頼　※道（振興局）→施設
道（振興局経由）から道内の地域密着型を含む特別養護老人ホームに対し調査依頼を行う。
②　申込者の抽出（道内の申込者分）　※施設→市町村
各施設においてR4.4.1時点における入所申込者の状況について、「別紙4」により道内市町村（保険者）ごと別葉に作成の上、関係市町村へ提出する。
	【留意事項】

申込者によっては、施設への申込み後、長期間申込時の内容を更新していないこともある
ことから、次の点に留意して状況を把握することが必要である。
○　特に、情報入手時期が１年以上を経過している申込者については、心身の状況、生活状況及び入所意向の変化があること（場合によっては他施設入所や死亡しているケースもある）から、内容の確認が必要であること。
○　当初、将来の予約として申込みを行ったが、現時点で申込意向がなくなった場合や、入所を希望するが、いざ入所が決定した場合に辞退する例も見受けられることなどから、入所意向や入所希望時期等の確認が必要であること。



③　申込者の抽出（他県からの申込者分）　※施設→振興局
他県からの申込者がいる場合、「別紙4」により他県分を1枚に取りまとめの上、振興局へ提出する。
	【留意事項】
別紙4の記載に当たっては、様式下欄の【記入要領】を参照するとともに次の事項に留意のこと

○要介護度等
　　要介護３～５の他、要介護１～２（特例入所者）、要介護１～２、要支援等の申込者がいる場合についても報告の対象とし、要介護１（特例入所者）は「０１」、要介護２（特例入所者）は「０２」、要介護１は「１」、要介護２は「２」、申請中は「７」、要支援は「８」、自立は「９」とする。

○居場所
　　現在の居場所別（在宅、医療機関、介護医療院（介護療養型医療施設）、介護老人保健施設、他の特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サ高住、認知症グループホーム、生活支援ハウス、その他）に区分する。
○申込時期

　　調査時点であるR4.4.1を起点とし、申込があった時期別（3ヶ月以内、3～6ヶ月前、6ヶ月～1年前、1～2年前、2～3年前、3～4年前、4～5年前、5年以上前）に区分する。


④　重複申込者を除く　※市町村
市町村は②により各施設から報告のあった「別紙４」を基に、ソート機能を使用しながら氏名、生年月
日、被保険者番号の突合等を行い、重複申込者等を除く作業を行う。
　※重複申込みにおける「申込時期」については、最も古い時期のものを計上する。
⑤　本調査取りまとめ期間内の死亡者、既入所者の抽出　※市町村
市町村は振興局へ報告するまでの取りまとめ期間中に死亡した者や既に入所した者について、「別紙４」
の備考欄などを活用しながら抽出し、「別紙２」により居場所別・要介護度別に集計する。　
※様式中の調査時点は市町村で把握した直近の日付を記載のこと。
⑥　個別の申込者の状況を把握　※市町村

・施設で把握されていない情報については、市町村において個別に調査を行い把握に努める。
・要介護度、居場所、世帯状況等を勘案し、必要に応じて利用者本人の意向を含めた入所申込者の状況等の実態調査を行った上で、個別の申込者の状況を把握する。

・なお、実態調査については、保健師、地域包括支援センター職員、高齢者福祉担当職員などによる実施が望ましい。また、調査に当たっては個人情報の保護に配慮する必要がある。
⑦　「実質の申込者」として集計　※市町村→振興局
各市町村において精査した「別紙３」を集計し、「別紙１」に取りまとめの上、「別紙２」とともに振
興局へ提出する。（別紙１に別紙２の対象者を含めないこと。）
　
３

